









































































































目  次 
 
 
はしがき ·············································································  小林 信一 
研究員集会の趣旨 ················································································  
  
基調講演 
  人文・社会科学研究者の研究環境と研究評価の現状と課題 
－経済学者の立場から－ ··················································  溝端 佐登史 
日本の高等教育政策と研究環境・研究評価 ·····························  羽田 貴史 
第１部（シンポジウム）コメント ·········································  小林 信一 
  
論点提起  
研究評価とは何か－指標としてのインパクト・ファクター ········  山崎 茂明 
研究は競争で改善するか ·····················································  山口 裕之         
大学教員の活動環境と仕事全般への満足度 
－なぜ国立大学教員は現状に不満足なのか－ ·······················  大膳 司 
第 2 部 論点提起の司会を担当して ·······································  藤村 正司 
人文・社会科学と大学自治 ··················································  大場 淳 
  

































































争力の低下がクローズアップされている（Nature Index 2017 Japan, 23 March 2017, Vol. 543 






































































































































































































































































































（出所）林, 2018, 38頁 
 

























































































































かなかった」（Piketty, 2013, p.574）19)。過度の制度化は経済学を退化に導く。 
第3に，危機に反応してアメリカにおいても経済学のモデル学化に抗する動きが見られる。新





































 経済学・計量経済学分野における研究評価を考察したJohnston & Reeves（2017）は，イギ














Chartered Association of Business Schools（CABS：英国ビジネススクール協会）は研究の質・
範囲の手引きとなる基準（Academic Journal Guide）を策定しており，それがイギリスの評価



































































































































































7)  http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-22-h140829.pdf 







10) 日本経済団体連合会（2011） のアンケート結果に合致している。 
11) ビブリオメトリクスは科学を量的に測るツールであり，利用頻度が高まり，透明性が重視
される（Pendleburury, 2008）。 
12)  https://www.elsevier.com/solutions/scopus/how-scopus-works/content, 2018年12月10日
アクセスを参照。2004年に開始している。 
13) 雑誌の影響力を指し示す指標で，被引用数を論文数で除した値。 
14)  http://mjl.clarivate.com/cgi-bin/jrnlst/jlresults.cgi?PC=SS, 2018年12月10日アクセスを
参照。 




18) Tooze (2018). 
19) 佐和（2016）もまた，ピケティのスタンスに注目している。 









onomic Thinking at ASSA 2019, January 7, 2019 , https://www.ineteconomics.org
/about/news/2019/inet-goes-to-assa-2019 ＜2019年1月10日アクセス＞）。 
22)  The American Economic Review (AER), The Journal of Political Economy (JPE), The 
Quarterly Journal of Economics (QJE), The Review of Economic Studies (ReStud), 
Econometrica (ECMA). 
23)  D’Ippoliti (2018)は，引用がバイアスのない科学的インパクトの代理指標とは解釈できず，


























29) 例えば，（ハイルブローナー, 2003; 瀧澤, 2018; 佐和, 2016; Steinmo, 2010）は異なった
視角ではあるがモラル・サイエンス化を示唆している。 
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売にします。トランプ大統領になったらすぐ，『WHAT WE DO NOW』とか，『TRUMP 








































































































































































































































































































1994年11月10日号のNature誌に，Ranking of Japan’s life science researchを発表した。
研究者一人あたりの論文発表数をもとに，日本の医学研究機関の評価をおこなった（Yamazaki, 













 この 1994 年の Nature 論文は，追加調査など同誌編集委員からの要請に応えて修正・加筆を
行い，採用された。1990 年代，Nature 誌は日本の科学政策への批判を展開していた。例えば，
筆者の Nature 論文が出版された翌月，”Nature’s 4th International Conference in Japan; The 






























































農学の国内英文誌である Soil Science and Plant Nutrition 誌の編集委員長は，自誌の IF 値
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的なデータを見ると，日本の大卒者の学力は世界第 3 位となっている 1)。 
「日本の大学の教育や研究の質が低い」と言う人たちが参照するのは，イギリスの『タイム
ズ・ハイアー・エデュケーション（THE）』誌などが提供する「世界大学ランキング」である。
これは毎年改定されているが，2016 年版では日本首位の東京大学は世界ランキング 39 位，ア





ちなみに，19 年版 THE ランキングでは，日本の大学のランクイン数はイギリスを抜き，ア










































































でなく，財務省の「公式見解」である。たとえば，2018 年 4 月 17 日の財政制度等審議会財政
制度分科会で，財務省は，これまでの教育政策に対する批判に反論し，これまで通りの「競争
主義的」政策をさらに強力に推し進めることを主張している 8)。 

































いる。また，日本の大学の状況は，国際的に懸念されるようになった。たとえば 2017 年 3 月
のNature Index 2017 Japan で，日本発の重要論文の減少や科学技術力の後退が指摘された。
国内でも，ノーベル賞受賞者の大隅良典氏 12)や梶田隆章氏 13)，本庶佑氏 14)など，名だたる科学















結果，18 年度に新たに予算に計上された分（かさ上げされた分）は 1,915 億円だと公表された。









国・地方公共団体からの支出は 17 年度に 3 兆 2,736 億円で，こちらの方が研究開発予算の実

























































の 10％を「評価にもとづく配分」とする方針である。それどころか，「第 41 回総合科学技術・
イノベーション会議」（2018 年 12 月 20 日）の議事要旨によると，上山隆大委員は「共通指標
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 その反面，1990 年代以降の日本の経済は，1991 年（平成 3 年）のバブル崩壊以降，実
質 GDP 成長率は年平均で 1.0 %程度で，低成長期と呼ばれる状況である。 
 そのような状況を反映して，2001 年には小泉内閣において聖域なき構造改革が始まり，
2004 年に国立大学は法人化することとなった。 
2013 年 5 月，安部総理大臣は，日本アカデメイアで行ったスピーチの中で，世界に勝














































たのが図 1－2 である。 








3 点，「不満」2 点，「大変不満」1 点として計算した。
***  
***  






















 これらの説明変数に当てはめるデータは，以下の 3 つのアンケート調査によって収集し
たものを使用した。 
 1992 年調査は，カーネギー教育振興財団が主催した「大学教授職に関する国際調査」の
日本版を用いて，大学類型と大学規模を基準に抽出した 4 年制大学 19 校の大学教員 4,853
名を対象とした。回答者数は 1,889 名（回収率 38.6％）であった。 
 また，2007 年調査は，1992 年調査とほぼ同じ調査内容で同じ 19 大学を対象に 2006 年
12 月に実施した。回答者数は，1,100 名（回答率 24.5％）。 
 2017 年大学教員調査は，国際ワークショップを通して，英語版の国際比較共通調査票を
2017 年 6 月に決定し，同年 8 月までにその国際調査票に独自の調査項目を追加して日本
語版「大学教授職の変容に関する国際調査」票を作成した。大学設置者や種別を勘案して
35 の大学を選択し，各大学のホームページを使って作成した教員リストから無作為に教員
を 8,996 人抽出し，上記の日本語版調査票を 2017 年 10 月上旬に郵送し，2018 年 1 月末








た変数を表 1 として示した。 
これらの変数を使って，仕事全体への満足度を被説明変数とする重回帰分析を年別に実



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































2)  E. L. ボイヤー（1996，有本章訳）『大学教授職の使命:スカラーシップ再考』玉川大
学出版部。 
3) 「大学のガバナンス改革の推進について」（審議まとめ）（平成 26 年 2 月 12 日 中央教
育審議会大学分科会）。 






6)  分析に使用したデータについては、使用データで示した「2017 年大学教員調査」によ
るデータである。 
− 74 −









































リスペクトを重視したのも頷ける（Lamont (2009). How Professors Think: Inside the 


















































































































 人文・社会科学系組織の見直しを求めた 2015 年 6 月 8 日付文部科学省通知は，本研究

















































1)  基調講演 1 参照。 
2)  2015 年 11 月 15 日広島大学高等教育研究開発センター主催国際ワークショップ
“Global University Rankings and Improving International Competitiveness of 
Japan’s Universities”でのベン・ソウタ （ーHead of Division, QS Intelligence Unit）
の発言。 





4)  羽田の基調講演報告参照。 
5)  Le Monde « Le Japon va fermer 26 facs de sciences humaines et sociales, pas assez 
« utiles » le 17 septembre 2015. 
6)  El Confidencial “El gobierno japonés propone eliminar las carreras de 
humanidades de la universidad” el 22 de septiembre de 2015. 
7)  Frankfurter Allgemeiner „Geisteswissenschaften: Vom Nutzen der weichen 
Fächer“ 24. November 2015. 
8)  2019 年 3 月に開かれた仏大学長会議（CPU）の年次シンポジウムの主題は「大学自
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Sowter, B. (2016). Universities in East Asia & Japan: Observations, Lessons & 
Trajectories. In RIHE (Ed.), Global University Rankings and Improving 
International Competitiveness of Japan's Universities: Report of the International 
Workshop on University Reforms (pp.17-29). RIHE International Seminar Reports 
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Zimmermann, B. (sous la direction de) (2004). Les sciences sociales à l’épreuve de 





























               －人文・社会科学の望ましい発展のために－ 
会場：ホテルグランヴィア広島 
 
10 月 12 日（金） 
12：30～ 受 付  





 挨拶 山本 陽介（広島大学理事・副学長（研究担当）） 
13：50～14：40 基調講演 1 人文・社会科学研究者の研究環境と研究評価の現状と課
題－経済学者の立場から－ 
  溝端 佐登史（国立大学附置研究所・センター会議 会長
／京都大学経済研究所 所長） 
14：40～15：30 基調講演 2 日本の高等教育政策と研究環境・研究評価 
  羽田 貴史（広島大学高等教育研究開発センター客員教
授／東北大学名誉教授／広島大学名誉教授） 
第２部 －論点提起－  
  司 会 藤村 正司（広島大学）         大場 淳（広島大学） 
16：00～16：30 論点提起 1 研究評価とは何か－その課題と展望－ 
  山崎 茂明（愛知淑徳大学名誉教授） 
16：30～17：00 論点提起 2 研究は競争で改善するか 
  山口 裕之（徳島大学） 
17：00～17：30 論点提起 3 大学教員の研究環境・活動評価の変化とその専門分野間比
較 
  大膳 司（広島大学） 
17：30～17：40 休 憩  
17：40～18：15 ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ 
18：30～20：30 懇親会 
（情報交換会） 於：ディッシュ パレード（グランヴィア広島２階） 
 








溝端　佐登史 (京都大学) 羽田　貴史 (広島大学)
（報告者）
山崎　茂明 (愛知淑徳大学) 山口　裕之 (徳島大学)
（参加者）
秋山　克美 (NECソリューションイノベータ) 新谷　康浩 (横浜国立大学)
荒木　裕子 (広島大学) 高井　靖雄 (（学）河合塾)
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Summary Report of the Research Institute for Higher 
Education Annual Study Meeting, 2018 
 
 
  The 46th Research Institute for Higher Education (RIHE) Annual Study Meeting was 
held in combination with the annual symposium of the RIHE-chaired “Humanities and 
Social Science” section of the Council for Research Institutes and Centers of Japanese 
National Universities. The meeting was opened by two keynote addresses which tackled 
the topic of “Research environment and research evaluation in the university: Expect for 
the desirable development of the humanities and social sciences.”  
  The Council is a network of Research Institutes and Centers from across Japan, some 
of which are officially designated as Joint Usage/Research Centers by the Ministry of 
Education, Culture, Sports, Science and Technology (MEXT), while others are not. It is 
difficult to speculate what criteria are used to evaluate their research and identify those 
deserving of an official designation. We could easily speculate that authorities must make 
use of bibliometric data in the assessment of institutes and centers in the humanities and 
social sciences, in line with the norms of research assessment in the natural sciences. 
However, it appears difficult to express the quality of research in the humanities and social 
sciences in this manner. Therefore, developing alternative methods for research evaluation 
in the humanities and social sciences is a critical issue for higher education studies. While 
time is short to develop such methods, it falls to the field of higher education studies to 























   広島大学高等教育研究開発センター・客員教授/ 





































―第 46 回（2018 年度）研究員集会の記録― 
（高等教育研究叢書 151） 
 
2019(令和元年)年 5 月 17 日 発行 
 
          編 者  広島大学高等教育研究開発センター 
                〒739-8512 広島県東広島市鏡山 1-2-2 
                          電話 (082)424-6240 
http://rihe.hiroshima-u.ac.jp 
                    印刷所  株式会社 タカトープリントメディア 
                〒739-0052 広島市中区千田町 3 丁目 2-30 
                電話 (082)244-1110 
 
 
                              ISBN 978-4-86637-019-4 
RESEARCH INSTITUTE FOR
H I G H E R  E D U C A T I O N
HIROSHIMA UNIVERSITY
REVIEWS IN HIGHER EDUCATION
No.151（May 2019）
ISBN978-4-86637-019-4
Research environment and research evaluation in the university: 
Expect for the desirable development of the humanities and social sciences 
Proceedings of the 46th R.I.H.E. Annual Study Meeting
(Oct.12, 2018)
